
様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 山代 （ 山代温泉・山代・山代新 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・担い手の不足 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

現状問題ないが、将来的には担い手が不足するため、地域外からの担い手を受け入れを行う。 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 76.6 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 57.3 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。 

離農や経営転換等により農地を貸し出す意向のある農家（地主）は、原則として農地中間管理機

構を活用した利用権の設定を行う。  
（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 勅使町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・担い手の不足 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・イノシシ等有害鳥獣被害 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 28.7 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 27.0 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 宇谷町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・有害鳥獣被害 

・圃場の条件が悪い 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

現状問題ないが、将来的には担い手が不足するため、新規の担い手農家の育成または、営農

組織化の検討が必要。 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 38.4 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 34.7 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。 

離農や経営転換等により農地を貸し出す意向のある農家（地主）は、原則として農地中間管理機

構を活用した利用権の設定を行う。  
（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 栄谷町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・担い手の不足 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・イノシシ等有害鳥獣被害 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 27.7 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 23.2 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 松山町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・有害鳥獣被害 

・圃場の条件が悪い 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 8.3 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 6.3 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 清水町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・有害鳥獣被害 

・圃場の条件が悪い 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 12.5 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 10.6 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 河原町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・担い手の不足 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・イノシシ等有害鳥獣被害 

・中山間地で圃場の条件が悪い 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 17.1 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 14.4 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 二子塚町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・有害鳥獣被害 

・圃場の条件が悪い 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 32.4 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 30.7 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 上野町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・担い手の不足 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・イノシシ等有害鳥獣被害 

・中山間地で圃場の条件が悪い 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 54.5 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 51.2 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 



様式第５－１号 

発 加 農 第 1 6 2 号 

令和 6 年 12 月 20 日 

 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。 

 

加 賀 市 長  宮 元  陸 

 

市 町 村 名 ( 市 町 村 コ ー ド ) 加賀市 ( 17206 ) 

地 域 名 （ 地 域 内 農 業 集 落 名 ） 勅使 （ 森町 ） 

協議の結果を取りまとめた年月日 令和 6 年 11 月 14 日 （第 11 回） 

 

1. 地域における農業の将来の在り方 

（１） 地域農業の現状及び課題 

水活交付金の交付対象外予定農地を地域でどのように管理していくか。 

・担い手の不足 

・農業者の高齢化 

・後継者の不足 

・イノシシ等有害鳥獣被害 

・中山間地で圃場の条件が悪い 

 

 

（２） 地域における農業の将来の在り方 

 

 

2. 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

（１） 地域の概要 

区域内の農用地等面積 24.5 ha 

 うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 22.0 ha 

 

（２） 農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方 

農振農用地区域内の農地及びその周辺の農地を農業上の利用が行われる区域とし、その区域

と住宅地又は林地との間にある農地は保全・管理を行う区域とする。 

 

 

  



 

3. 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

（１）農用地の集積、集約化の方針 

担い手を中心とした農地の集積・集約化を進めるため団地面積の拡大を図りつつ、新規就農者

向けの小規模圃場の団地化を図り、農地バンクを通じて集団化を進める。  

（２）農地中間管理機構の活用方針 

地域全体を農地バンクに貸し付け、担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。その

際所有者の貸付意向時期に配慮する。  

（３）基盤整備事業への取組方針 

整備することにより生産性が上がるか検討する。  
（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針 

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市町村

及びＪＡと連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。  

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針 

作業の効率化が期待できる作業は、アグリサポート加賀などへ委託を検討する。  
 


